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地域のしごと地域福祉フェア（上）
求職者と求人施設・事業所をつなぐ人材セン
ター情報誌「YELL（エール）」（右下）

人
倍
率
は
４
・
27
倍
を
超
え
て
い
ま

す
（
※
有
効
求
人
数
１
，
３
２
９
人
、

有
効
求
職
者
数
３
１
１
人
、
採
用
数

１
４
６
人
、相
談
件
数
６
，３
９
８
件
）。

　

職
種
別
求
人
数
で
は
介
護
職（
ホ
ー

ム
ヘ
ル
パ
ー
以
外
）
と
ホ
ー
ム
ヘ
ル

パ
ー
の
求
人
が
全
体
の
55
％
を
超
え

て
い
る
状
況
で
す
。

　

平
成
26
年
度
岩
手
県
社
協
高
齢
者

施
設
協
議
会
会
員
施
設
の
実
態
調
査

に
よ
る
と
、
介
護
人
材
が
充
足
し
て

い
る
法
人
は
37
・
５
％
、
不
足
し
て
い

る
法
人
は
62
・
５
％
。
不
足
し
て
い

る
職
種
は
介
護
職
30
・
８
％
（
介
護

福
祉
、ヘ
ル
パ
ー
）、
保
育
士
28・４
％
、

看
護
職
21
・
３
％
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
今
年
度
１
月
時
点
の
保

育
所
・
保
育
士
支
援
セ
ン
タ
ー
の
新

規
求
職
者
数
88
人
、
新
規
求
人
数

１
７
０
人
、
相
談
延
べ
件
数
は
６
７
１

件
。
う
ち
37
人
を
採
用
に
つ
な
げ
て

い
ま
す
。

人
材
確
保
の
た
め
の
取
組
み

　

福
祉
人
材
セ
ン
タ
ー
で
は
福
祉
・

介
護
分
野
の
人
材
確
保
を
図
る
取
組

み
方
策
を
次
の
通
り
整
理
し
ま
し
た
。

①
有
資
格
者
や
就
労
経
験
者
等
、
即

戦
力
の
み
を
求
め
る
の
で
は
な
く
、

熱
意
の
あ
る
人
（
無
資
格
・
未
経
験
）

県
内
の
全
職
種
の
雇
用
情
勢
は
改

善
し
つ
つ
あ
り
、
有
効
求
人
倍

率
は
１・０
倍
を
超
え
て
い
ま
す
。
一

方
で
、
福
祉
・
介
護
の
業
種
に
お
い
て

は
求
人
が
増
加
し
、
人
材
不
足
の
状

況
が
続
い
て
お
り
、
福
祉
人
材
セ
ン

タ
ー
の
求
人
・
求
職
の
年
度
別
統
計

（
平
成
27
年
１
月
末
）
で
は
、
有
効
求

を
採
用
後
に
育
成
し
な
が
ら
資
格
取

得
を
支
援
す
る
意
識
改
革
の
促
進
。

②
処
遇
改
善
や
キ
ャ
リ
ア
形
成
の
促

進
（
賃
金
・
手
当
て
の
改
善
、
研
修
・

資
格
取
得
な
ど
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
、

非
正
規
か
ら
正
規
雇
用
へ
の
登
用
）。

③
有
給
休
暇
の
取
得
や
子
育
て
中
で

も
働
き
や
す
い
職
場
環
境
づ
く
り
、

夜
勤
軽
減
、
短
時
間
勤
務
な
ど
、
勤

務
条
件
緩
和
の
促
進
。

④
高
年
者
層
や
定
年
退
職
者
の
中
で

福
祉
の
仕
事
を
し
て
み
た
い
人
、
関

心
の
あ
る
人
の
積
極
的
な
活
用
促
進
。

⑤
相
当
数
い
る
潜
在
有
資
格
者
（
介

護
福
祉
士
、
保
育
士
）
の
再
就
職
を

支
援
す
る
取
組
み
。

⑥
県
民
に
対
す
る
福
祉
・
介
護
へ
の

イ
メ
ー
ジ
ア
ッ
プ
の
推
進
（
介
護
の
日

の
イ
ベ
ン
ト
等
）。

⑦
中
学
校
・
高
校
か
ら
の
福
祉
の
仕

事
へ
の
関
心
や
理
解
を
高
め
る
活
動

の
推
進
（
職
業
選
択
・
進
路
選
択
の

対
象
と
見
て
も
ら
う
）。

　

ま
た
、
県
内
６
圏
域
に
配
置
し
て

い
る
キ
ャ
リ
ア
支
援
員
が
出
張
相
談

な
ど
で
福
祉
職
へ
の
就
労
支
援
を
行

う
と
と
も
に
、
学
生
や
一
般
求
職
者
を

対
象
と
し
た｢

地
域
就
職
フ
ェ
ア｣
や

「
各
種
講
座
」
な
ど
を
開
催
し
、
福
祉

人
材
確
保
に
つ
と
め
て
い
ま
す
。

〜
現
状
と
今
後
の
取
組
み
に
つ
い
て
〜

県県

福祉人材センター事業及びマッチング支援等事業を通した人材確保のポイントと好事例

の育成、やりがい度を高めるキャリアアップ
が重要となります。

■ホームページの活用
　一般企業に比べて福祉関係のホームページ
は画一的で、訴求力・アピール力が足りない
印象を受けます。学生や若い世代が得たい情
報の提供が重要で、従事者自身が発信する
ページや職員向けの行事・研修などを積極的
に掲載していくことが効果的と思われます。

■多様な募集方法
　募集方法の工夫として、一般企業で通常行
われている採用活動のうち、福祉業界ではま
だ取組まれていないことも多いことからまだ
伸びしろがあります。①ハローワーク及び福
祉人材センター等無料職業紹介所への求人登
録②就職フェア、ガイダンスへの参加③求人
情報誌、求人サイトへの求人広告掲載④職員
からの紹介⑤自前のホームページ作成など。

■効果的な求人票
　求人票の書き方の工夫。求人票プラスアル

ファの情報（セールスポイント等）の掲載が
重要です。

■施設見学の開催
　求職者が持っている先入観やイメージを払
しょくし、福祉施設・事業所の仕事内容を正
しく理解してもらうためには、施設見学会が
効果的。見学会参加者が応募につながってい
る事例もあり、また福祉施設が自ら介護職員
初任者研修を実施し、介護職の養成に取組み、
修了生を職員採用に結びつけている事例もあ
ります。

■高年齢者層の積極的な活用
　定年退職後に他業種での就労経験しかない
人が、福祉・介護の仕事をしてみたいと相談
窓口に来所してくるケースもあります。
　人材を確保するためには高年齢者層へのア
プローチもひとつの方策であり、介護現場で
は介護福祉士の補助的な仕事を担ってもらう
ことで、介護福祉士が仕事に専念できる体制
づくりを進めている施設・事業所もあります。

■採用基準の見直し
　求人側（採用側）の傾向としては即戦力を
求め、資格や経験を重視しすぎることで、人
材確保ができないケースもあります。やはり
応募者のやる気が大事で、採用基準としては、
どの業種においても ｢熱意・やる気｣ がある
かどうかが重視されており、技術・経験だけ
では採用してもすぐ退職してしまう傾向があ
ります。
　求められるべきはスキルより人柄・協調性
と思われます。

■定着促進（離職防止）
　介護労働に関する調査によると福祉業界で
は一般企業に比べて特に ｢法人や施設・事業
所の理念や運営に不満がある｣ ｢仕事内容の
わりに賃金が低い｣ との訴えが多く見られて
います。
　定着促進のためには給与・待遇改善はもち
ろん、不満要因として ｢仕事の範囲が不明確
な場合がある｣ ことが挙げられていることか
ら、仕事内容を明確に伝えることや、採用後


